


















ご利用にあたって
(１)調査対象事業所の抽出替えに伴うギャップ修正について  

   事業所規模 30 人以上は、原則として 3年ごとに調査対象事業所の抽出替えを行っています。こ

の抽出替えによって新旧両調査結果に生じた若干のギャップを時系列的連続性が保たれるよう

に、指数については、抽出替え時において修正（ギャップ修正）を行いました。しかし、実数に

ついては、修正を行っていませんので、時系列比較をする場合には、注意を要します。 

最近では平成 27 年 1 月に平成 24 年経済センサス－活動調査の結果を用いて抽出替えを行い、

過去に遡って賃金・労働時間指数を改訂しました。前年比などの増減率も、指数により算出して

います（このギャップ修正のため、抽出替えの前後の年においては、実数が増えて指数が減るま

たは実数が減って指数が増えるという実数の動きと指数の動きが逆になる場合があります）。 

なお、事業所規模 5～29 人は、6 か月ごと（1 月、7 月）に３分の 1 ずつ抽出替えを行ってお

りますが、これに伴う修正等は行っておりませんので、事業所規模 5人以上の事業所に関する数

値につきましては時系列比較に注意が必要です。 

 詳細については、厚生労働省のＨＰ（https://www.mhlw.go.jp/toukei/list/30-1.html）を御

覧ください。 

(２)指数の基準時及び公表種類について  

   指数は、平成 27 年を基準時（平成 27 年＝100）としています。なお、5年に一度、基準時が更

新され、作成している指数は過去に遡り全期間にわたって改訂が行われます。 

   事業所規模 5 人以上、30 人以上について指数を公表している種類は、現金給与総額、きまって

支給する給与、所定内給与、総実労働時間、所定内労働時間、所定外労働時間、常用雇用等です。 

(３) 常用労働者数のベンチマークの更新（常用雇用指数のギャップ修正）について 

   平成 30 年 1 月分調査において、労働者数推計のベンチマーク（母集団労働者数）を「平成 26

年経済センサス－基礎調査」（調査期日：平成 26 年 7 月）の常用労働者数に更新することに伴い、

過去に遡って常用雇用指数及び同指数の前年同月比を改訂しました（常用雇用指数の改訂期間は

平成 21 年 7 月から平成 29 年 12 月まで、前年同月比の改訂期間は平成 21 年 7 月から平成 27 年６

月まで）。 

(４)日本標準産業分類の改定に伴う旧産業分類との接続状況について（別表参照） 

   日本標準産業分類の改定（平成 19 年 11 月）に伴い、平成 22 年 1 月分調査から新しい産業分類

に基づき結果を表章（公表）しています。旧産業分類に基づいて集計している平成 21 年以前の結

果との接続については、平成 18 年事業所・企業統計調査から把握される常用労働者数の新・旧間

の変動を基準として、その変動が 3％以内に収まる産業（別表の「旧産業との接続」欄の符号が

◎○△▲の産業）を単純に接続しています。そのため、変動が 3％を超える産業（別表の「旧産

業との接続」欄の符号が×の産業）については、旧産業分類と接続しないため、前年比、前年差

及び平成 21 年以前の実数について、表中において「－」と表記しています。   

(５)鉱業，採石業，砂利採取業、不動産業，物品賃貸業及び電気・ガス・熱供給・水道業は、調査事

業所数が僅少のため公表していません。ただし、調査産業計には含まれています。 

(６)本文中及び統計表において、産業名のうち「サービス業（他に分類されないもの）」については 

「その他のサービス業」と表記しています。 

(７)統計表中の符号の用法は次のとおりです。 

  「―」……調査あるいは集計を行っていないもの（指数については指数化していないもの） 

  「▲」……減又はマイナス 

  「×」……調査事業所数が少ないため公表しないもの 

－4－



(８)「全国」の数値の取扱いについて

※再集計値とは、『東京都の「500人以上規模の事業所」等について復元して再集計された値』
　で、『政府統計の総合窓口 e-Stat』（https://www.e-stat.go.jp）に公開されています。

(９)この報告書にないデータについては、統計調査課にお問い合わせください。

別表

ＴＬ 調 査 産 業 計 ○ ＴＬ 調 査 産 業 計

Ｃ 鉱 業 , 採 石 業 , 砂 利 採 取 業 ◎ Ｄ 鉱 業
Ｄ 建 設 業 ◎ Ｅ 建 設 業
Ｅ 製 造 業 ◎ Ｆ 製 造 業

09･10  食料品製造業､飲料･たばこ･飼料製造業 ◎ 09･10  食料品､飲料･たばこ･飼料製造業

11　　 繊維工業 × 12　　 衣服・その他の繊維製品製造業

21　　 窯業・土石製品製造業 ○ 22　　 窯業・土石製品製造業

22　　 鉄鋼業 ◎ 23　　 鉄鋼業

26　　 生産用機械器具製造業 × 26     一般機械器具製造業

28     電子部品・デバイス・電子回路製造業 ▲ 29     電子部品・デバイス製造業

31　　 輸送用機械器具製造業 ◎ 30　　 輸送用機械器具製造業

Ｆ 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業 ◎ Ｇ 電 気 ・ ガ ス ・ 熱 供 給 ・ 水 道 業
Ｇ 情 報 通 信 業 ▲ Ｈ 情 報 通 信 業
Ｈ 運 輸 業 , 郵 便 業 ▲ Ｉ 運 輸 業
Ｉ 卸 売 業 , 小 売 業 ▲ Ｊ 卸 売 ・ 小 売 業
Ｊ 金 融 業 , 保 険 業 ◎ Ｋ 金 融 ・ 保 険 業
Ｋ 不 動 産 業 , 物 品 賃 貸 業 × Ｌ 不 動 産 業
Ｌ 学術研究 ,専門・技術サービス業 × Ｑ サービス業(他に分類されないもの)
Ｍ 宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 × Ｍ 飲 食 店 , 宿 泊 業
Ｎ 生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業 × Ｑ サービス業(他に分類されないもの)
Ｏ 教 育 ， 学 習 支 援 業 ▲ Ｏ 教 育 , 学 習 支 援 業
Ｐ 医 療 , 福 祉 ○ Ｎ 医 療 , 福 祉
Ｑ 複 合 サ ー ビ ス 事 業 ▲ Ｐ 複 合 サ ー ビ ス 事 業

Ｒ サービス業(他に分類されないもの) × Ｑ サービス業(他に分類されないもの)

（注） *　「旧産業との接続」欄の符号は、以下のとおりです。
　「◎」…　旧産業と完全に接続する産業
　「○」…　常用労働者数の変動が０．１％以内
　「△」…　常用労働者数の変動が１．０％以内 旧産業と完全には接続しないが、長期時系列

　「▲」…　常用労働者数の変動が３．０％以内 比較を可能にするため接続させる産業

　「×」…　常用労働者数の変動が大きく接続しない産業

　本県の毎月勤労統計調査地方調査報告書（以下、「報告書」という。）で引用した全国調査結
果の数値は、平成31年1月23日に厚生労働省が公表した『再集計値』（平成24～29年 ※）を用い
ました。

　また、平成23年以前の『再集計値』については、平成31年3月1日現在公表されていないため、
表は「－」を表記し、グラフは表記していません。
　なお、地方調査結果と全国調査結果との経年比較行う場合は、「e-Stat」に掲載された『再集
計値』を利用してください。

毎月勤労統計調査地方調査　産業接続表
新産業分類（H22.1～）

大 分 類

旧産業分類（旧産業分類）

中

分

類

中

分

類

大 分 類

旧産業と

の接続*
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　常用労働者1人平均月間現金給与総額の調査産業計は284,277円で、前年比1.7％減で２年ぶりの減少と

なった。

　産業別に前年と比べると、生活関連サービス業,娯楽業（5.6％）など5産業で増加し、教育,学習支援

業(▲16.5％)など8産業で減少した。

　物価変動の影響を差し引いた実質賃金指数は、調査産業計で102.7となり、前年比2.1％減となった。

（表1、図1・2、P30「Ⅳ労働経済指標」）

所定外
給　与

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円 円

調 査 産 業 計 284,277 ▲ 1.7 238,373 ▲ 1.0 219,451 ▲ 0.9 18,922 45,904 ▲ 3,027

建 設 業 332,876 5.1 279,499 4.9 255,629 3.8 23,870 53,377 3,715

製 造 業 299,571 2.4 250,364 3.7 223,823 3.7 26,541 49,207 ▲ 2,310

情 報 通 信 業 335,104 1.4 273,756 1.3 253,636 ▲ 0.5 20,120 61,348 47

運 輸 業 , 郵 便 業 284,040 0.1 251,784 ▲ 0.7 206,455 6.3 45,329 32,256 2,192

卸 売 業 , 小 売 業 245,418 ▲ 0.9 206,147 ▲ 0.6 193,833 ▲ 1.2 12,314 39,271 ▲ 794

金 融 業 , 保 険 業 408,633 ▲ 2.0 319,860 ▲ 5.6 298,440 ▲ 6.2 21,420 88,773 10,430

学術研究,専門・技術サービス業 366,992 ▲ 1.0 295,588 ▲ 1.5 274,345 ▲ 1.2 21,243 71,404 117

宿泊業,飲食サービス業 126,566 ▲ 3.8 119,436 ▲ 3.0 111,902 ▲ 1.8 7,534 7,130 ▲ 1,397

生活関連サービス業,娯楽業 212,627 5.6 194,551 5.6 188,594 8.8 5,957 18,076 460

教育,学習支援業 364,664 ▲ 16.5 284,560 ▲ 16.1 280,289 ▲ 16.4 4,271 80,104 ▲ 18,956

医 療 , 福 祉 298,390 ▲ 0.9 249,398 1.4 234,314 2.3 15,084 48,992 ▲ 6,025

複合サービス事業 356,039 ▲ 0.2 272,710 ▲ 2.4 261,290 ▲ 3.7 11,420 83,329 6,893

そ の 他 の サ ー ビ ス 業 218,361 ▲ 0.8 198,393 0.2 172,115 ▲ 1.9 26,278 19,968 ▲ 1,967

注）対前年増減率は指数をもとに算出しているため、実数で計算した場合と必ずしも一致しない。

きまって支給する給与

Ⅰ　事業所規模５人以上の概要

（１）現金給与総額

表1　産業別常用労働者1人平均月間現金給与額

　　（事業所規模5人以上・平成29年平均）

１　賃　　金

産　　業

現金給与総額
所定内給与

　特別に支払われた
給　　与

対前年
増減率

金　額
対前年
増減率

金　額
対前年
増減率

対前年差金　額 金　額金　額
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図1 産業別常用労働者1人平均月間現金給与額

（事業所規模5人以上・平成29年平均）

所定内給与 所定外給与 特別に支払われた給与
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図2　現金給与総額の賃金指数の推移（調査産業計）

（２）きまって支給する給与
　きまって支給する給与の調査産業計は238,373円で、前年比1.0％減で２年ぶりの減少となった。

　産業別に前年と比べると、生活関連サービス業,娯楽業（5.6％）など6産業で増加し、教育,学習

支援業(▲16.1％)など7産業で減少した。（表1、図3）

（３）所定内給与
　所定内給与の調査産業計は219,451円で、前年比0.9％減となった。

　産業別に前年と比べると、生活関連サービス業,娯楽業（8.8％）など5産業で増加し、教育,学習支

援業(▲16.4％)など8産業で減少した。（表1）

（４）所定外給与
　所定外給与の調査産業計は、18,922円であった。

　産業別にみると、運輸業,郵便業が45,329円と最も多く、次いで製造業26,541円と続き、教育,学習

支援業が4,271円と最も少なかった。（表1）

（５）特別に支払われた給与
　特別に支払われた給与の調査産業計は45,904円で、前年と比べて3,027円減となった。

　産業別にみると、金融業,保険業が88,773円と最も多く、複合サービス事業の83,329円と続き、宿泊

業,飲食サービス業が7,130円と最も少なかった。

　前年と比べると7産業で増加し、6産業で減少した。（表1）

（事業所規模5人以上）平成27年＝100
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図3 きまって支給する給与の賃金指数の推移（調査産業計）
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　現金給与総額の調査産業計を100として産業別に比較すると、100以上が8産業、100未満が5産業と
なった。産業別にみると、金融業,保険業143.7と最も高く、次いで学術研究,専門・技術サービス業

107.3 115.8 122.1 119.4 116.0 115.5 113.9 115.9 109.3 117.1

98.2 95.0 99.3 100.6 101.2 103.1 104.4 106.9 101.2 105.4

133.1 152.0 131.8 154.2 138.7 140.0 123.7 117.8 114.6 117.9

93.9 93.7 91.7 93.4 88.7 90.5 90.5 90.2 98.0 99.9

76.2 76.5 77.6 74.9 79.9 79.4 80.7 80.2 85.4 86.3

148.7 135.8 135.1 135.4 140.6 137.5 127.6 145.6 144.1 143.7

－ － 118.3 121.5 132.7 127.8 120.8 132.7 128.2 129.1

－ － 39.9 39.2 45.3 59.9 58.5 52.3 45.5 44.5

－ － 82.0 71.0 63.6 61.1 62.8 57.9 69.7 74.8

147.2 131.9 135.8 137.0 160.6 150.1 147.4 142.3 151.2 128.3

106.0 103.5 106.8 106.7 108.4 107.7 109.5 105.1 104.0 105.0

116.8 135.7 130.4 129.9 107.8 118.5 120.1 131.7 123.0 125.2

－ － 88.1 85.0 69.8 64.6 68.4 73.6 76.0 76.8

2.1ポイント全国との差が拡大した。
　産業別にみると、生活関連サービス業,娯楽業で全国を上回り、情報通信業､製造業など12産業で

85.4 86.5 87.9 87.6 91.1 89.0

85.3 84.9 84.7 83.9 81.5 84.9

73.1 75.5 76.4 78.4 77.2 77.7

76.3 77.3 68.8 66.6 67.4 68.3

71.0 71.7 73.9 72.6 82.6 81.7

79.2 79.8 82.0 82.3 90.1 89.0

81.8 79.9 76.4 83.7 88.1 84.1

80.6 78.4 75.5 80.9 80.8 79.5

95.5 128.4 125.8 111.9 101.5 99.2

77.0 76.0 81.3 78.0 99.1 102.6

111.7 107.1 108.0 103.0 113.4 95.2

98.3 99.6 103.3 98.0 100.7 98.4

81.5 90.3 90.5 96.7 92.2 93.2

73.9 69.1 75.2 78.4 84.9 84.7

複合サービス事業

その他のサービス業

表3　現金給与総額の産業別全国比較の年次推移（全国＝100）

２９２４ ２５ ２６ ２７

２８

（６）産業別の比較

２８産　業

産　業

建 設 業

製 造 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業
学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

宿泊業,飲食サービス業

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

の129.1と続き、宿泊業,飲食サービス業が44.5と最も低かった。（表2）

２１２０ ２５

　本県の現金給与総額を全国を100として比較すると調査産業計では89.0となり、前年の91.1と比べ

注）日本標準産業分類の改訂（平成19年11月）に伴い、平成22年から新しい産業分類に基づき集計を行っているが、旧分類と接続しな

（事業所規模5人以上）

全国を下回った。(表3)

 い産業については、平成21年以前のデータがなく「－」と表記している。(ご利用にあたって(4)参照）

（７）全国との比較

調 査 産 業 計

建 設 業

製 造 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業
学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

そ の 他 の サ ー ビ ス 業

２４ ２９２７

表2　現金給与総額の産業別年次推移（調査産業計(実数)＝100）

２６２２

（事業所規模5人以上）

２３
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　男女別の現金給与総額の調査産業計は、男350,153円、女213,815円となった。
　全国及び島根県の男の現金給与総額をそれぞれ100として全国と島根県の女の指数をみると、全国52.5に

産　　　業

円 円 円 円

調 査 産 業 計 350,153 213,815 61.1 407,298 213,746 52.5

建 設 業 358,780 208,931 58.2 422,483 240,915 57.0

製 造 業 359,615 194,933 54.2 451,581 223,799 49.6

情 報 通 信 業 419,464 222,709 53.1 538,668 357,670 66.4

運 輸 業 , 郵 便 業 301,892 151,673 50.2 379,947 218,042 57.4

卸 売 業 , 小 売 業 339,029 154,843 45.7 384,909 168,715 43.8

金 融 業 , 保 険 業 545,041 302,088 55.4 677,140 324,061 47.9

学 術 研 究 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 404,036 250,493 62.0 535,807 296,301 55.3

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 160,862 104,230 64.8 175,179 97,544 55.7

生活関連サービス業,娯楽業 269,703 169,163 62.7 269,748 159,577 59.2

教 育 , 学 習 支 援 業 481,206 287,181 59.7 455,986 316,000 69.3

医 療 , 福 祉 396,135 268,065 67.7 423,483 263,688 62.3

複 合 サ ー ビ ス 事 業 388,508 293,563 75.6 465,245 285,743 61.4

そ の 他 の サ ー ビ ス 業 273,283 131,053 48.0 320,607 174,803 54.5

　　　　　　注）平成23年以前の全国値は、平成31年3月1日現在、『再集計値』が未公表のため表記していない。〔５ページの(８）を参照〕

（８）男女別の比較

全　　　　国

（事業所規模5人以上・平成29年平均）

女男男

表4　現金給与総額の産業別男女別比較

対し島根県は61.1となり、8.6ポイント全国を上回った。(表4、図4)

島　　　　根　　　　県

（事業所規模5人以上）　男＝100

図4　現金給与総額の男女別比較の推移（調査産業計）

男女比較
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女
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　一般労働者とパートタイム労働者の現金給与総額は、一般労働者348,375円、パートタイム労働者96,481円となった。
一般労働者を100として比較するとパートタイム労働者は27.7となり、前年の27.2から0.5ポイント差が縮小した。

比較するとパートタイム労働者は32.5となった。
　特別に支払われた給与では、一般労働者60,609円、パートタイム労働者2,821円で、同様に比較すると、パートタイム
労働者は4.7となった。
  また、パートタイム労働者の現金給与総額を一般労働者を100として産業別にみると、情報通信業(41.6)など12産業で

産　　　業

円 円 円 円 円 円

調 査 産 業 計 348,375 287,766 60,609 96,481 93,660 2,821 27.7 32.5 4.7

建 設 業 343,085 287,443 55,642 106,844 103,620 3,224 31.1 36.0 5.8

製 造 業 324,396 269,360 55,036 113,902 108,293 5,609 35.1 40.2 10.2

情 報 通 信 業 349,625 283,691 65,934 145,442 143,994 1,448 41.6 50.8 2.2

運 輸 業 , 郵 便 業 328,765 289,071 39,694 99,899 98,268 1,631 30.4 34.0 4.1

卸 売 業 , 小 売 業 333,328 272,589 60,739 97,207 94,130 3,077 29.2 34.5 5.1

金 融 業 , 保 険 業 421,885 328,964 92,921 136,325 132,786 3,539 32.3 40.4 3.8
学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 398,414 317,578 80,836 142,505 138,484 4,021 35.8 43.6 5.0

教 育 , 学 習 支 援 業 443,701 341,571 102,130 77,228 77,228 0 17.4 22.6 0.0

医 療 , 福 祉 366,424 301,598 64,826 112,590 106,840 5,750 30.7 35.4 8.9

72171,887

105,738 1,332 39.2

28.621,706

107,07027,621

きまって支
給する給与

比較(一般労働者＝100）

特別に支払
われた給与

きまって支
給する給与

3.3

4.8

0.6

特別に支払わ
れた給与

パートタイム労働者

（９）就業形態別の比較

250,916宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 229,210
生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業 272,798

（事業所規模5人以上・平成29年平均）

複 合 サ ー ビ ス 事 業

36.1

11,747367,070

71,166

　給与区分別にみると、きまって支給する給与では、一般労働者287,766円、パートタイム労働者93,660円で、同様に

調査産業計を上回り、教育,学習支援業(17.4)で調査産業計を下回った。（表5、図5）

現金給与
総　額

特別に支払わ
れた給与

現金給与
総　額

一 般 労 働 者

現金給与
総　額

表5　現金給与額の産業別就業形態別比較

13.6

43.1

きまって支
給する給与

31.0

調査産業計（事業所規模5人以上）

104,677280,600
そ の 他 の サ ー ビ ス 業 282,903 18891,340

28.5

図5　パートタイム労働者の現金給与額の推移（一般労働者＝100）
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　常用労働者1人平均月間総実労働時間の調査産業計は151.9時間で、前年比0.8％増となり、２年
連続で増加した。
　産業別にみると運輸業,郵便業の179.8時間が最も長く、次いで、建設業の172.3時間と続き、宿
泊業，飲食サービス業109.9時間が最も短かった。
　前年と比較すると、教育,学習支援業(8.9％)、情報通信業(3.5％)など7産業で増加し、宿泊業,
飲食サービス業(▲5.4％)など6産業で減少した｡
　なお、平均月間総実労働時間に12月を乗じた年間総実労働時間は1,822.8時間となった。
（表6、図6・7）

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 151.9 0.8 140.2 0.1 11.7 8.0 19.4 0.0

建 設 業 172.3 1.2 160.5 2.2 11.8 ▲ 11.2 21.6 0.3

製 造 業 165.3 1.6 150.3 1.4 15.0 2.6 20.0 0.1

情 報 通 信 業 156.8 3.5 147.4 1.4 9.4 52.5 19.4 ▲ 0.1

運 輸 業 , 郵 便業 179.8 ▲ 4.1 150.4 0.0 29.4 ▲ 21.2 20.7 ▲ 0.2

卸 売 業 , 小 売業 145.9 1.0 138.0 0.1 7.9 20.2 19.7 ▲ 0.2

金 融 業 , 保 険業 147.3 ▲ 2.0 135.9 ▲ 3.2 11.4 15.3 19.0 ▲ 0.2
学術研究,専門・技術サービス業 156.2 ▲ 2.9 146.7 ▲ 2.2 9.5 ▲ 12.9 19.4 ▲ 0.1
宿泊業,飲食サービス業 109.9 ▲ 5.4 104.4 ▲ 4.2 5.5 ▲ 26.1 16.8 ▲ 0.3
生活関連サービス業,娯楽業 150.3 ▲ 4.5 142.1 ▲ 3.4 8.2 ▲ 21.1 20.3 0.4

教育,学習支援業 147.4 8.9 131.3 ▲ 0.8 16.1 456.4 18.0 0.2

医 療 , 福 祉 145.6 1.5 138.4 1.2 7.2 7.2 19.0 0.2

複合サービス事業 156.0 ▲ 0.6 149.1 ▲ 2.2 6.9 52.9 20.3 ▲ 0.2

その他のサービス業 154.7 2.5 138.0 0.9 16.7 18.0 19.2 ▲ 0.1

注）対前年増減率は指数をもとに算出しているため、実数で計算した場合と必ずしも一致しない。

図１データ

時　間 日　数

      （事業所規模5人以上・平成29年平均）

時　間 対前年差
対前年
増減率

図6　産業別常用労働者1人平均月間労働時間

産　　業

時　間

所定外労働時間

対前年
増減率

出 勤 日 数所定内労働時間

（１）総実労働時間

２　労働時間

対前年
増減率

表6　産業別常用労働者1人平均月間労働時間及び出勤日数
（事業所規模5人以上・平成29年平均）
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図7　総実労働時間の対前年比及び総実労働時間指数の推移（調査産業計）

　　 所定内労働時間の調査産業計は140.2時間で、前年比0.1%増となった。
　　 産業別に前年と比べると、建設業(2.2％)など6産業で増加し､宿泊業,飲食サービス業(▲4.2％)
 　など6産業で減少した。運輸業,郵便業は前年と同水準であった。（表6）

 　　所定外労働時間の調査産業計は11.7時間で、前年比8.0％増となった。
　 産業別に前年と比べると、教育,学習支援業(456.4％)など8産業で増加し、宿泊業,飲食サービス
 　業(▲26.1％)など5産業で減少した。（表6、図8）

図8　所定外労働時間の対前年比及び所定外労働時間指数の推移

（事業所規模5人以上）　平成27年＝100　

　   出勤日数の調査産業計は19.4日で、前年と同水準であった。
　   産業別に前年と比べると、生活関連サービス産業,娯楽業など5産業で増加し､宿泊業,飲食サー
 　ビス業など8産業で減少した。(表6)

（４）出勤日数

（３）所定外労働時間

（事業所規模5人以上）　平成27年＝100　
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　平均月末常用労働者数の調査産業計は237,438人で前年比1.7％増となり、３年連続の増加となった。
　産業別にみると、医療,福祉50,782人（構成比21.4％）､製造業39,064人(同16.5％)､卸売業,小売業
35,579人（同15.0％)の順となった。
　前年と比較すると、製造業(5.2％)、宿泊業,飲食サービス業(4.9％)など8産業で増加し、金融業,
保険業(▲3.1％)、複合サービス事業(▲2.2％)など4産業で減少した。情報通信業は前年と同水準で
あった。
　また、産業別構成比を全国と比較すると、医療,福祉（島根県:21.4％ 全国:13.6％）、建設業（島
根県:8.3％ 全国:6.0％）など5産業で全国を上回っており、卸売業,小売業(島根県:15.0％ 全国:
18.1％）、情報通信業（島根県:1.0％ 全国:3.1％）など8産業で全国を下回った。（表7、図9・10）

人 人 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ％ ％ ％

調 査 産 業 計 237,438 60,433 25.4 0.0 1.7 100.0 100.0 30.69

建 設 業 19,591 866 4.4 2.2 1.3 8.3 6.0 5.93

製 造 業 39,064 4,602 11.8 0.0 5.2 16.5 16.2 13.32

情 報 通 信 業 2,391 169 7.1 1.6 0.0 1.0 3.1 4.54

運 輸 業 , 郵 便 業 12,405 2,422 19.5 0.0 1.3 5.2 6.7 17.79

卸 売 業 , 小 売 業 35,579 13,263 37.3 ▲ 4.1 ▲ 1.4 15.0 18.1 44.21

金 融 業 , 保 険 業 6,717 312 4.7 2.8 ▲ 3.1 2.8 2.9 12.22
学術研究,専門・技術サービス業 5,838 716 12.3 3.3 4.7 2.5 2.9 11.16

宿泊業,飲食サービス業 18,329 12,737 69.5 3.5 4.9 7.7 9.7 76.48
生活関連サービス業,娯楽業 4,941 1,799 36.4 ▲ 11.8 3.0 2.1 3.6 48.90

教育,学習支援業 15,772 3,387 21.5 3.0 ▲ 2.1 6.6 6.5 30.79

医 療 , 福 祉 50,782 13,595 26.8 0.7 1.9 21.4 13.6 30.14

複合サービス事業 3,891 164 4.2 ▲ 1.2 ▲ 2.2 1.6 0.7 14.19

その他のサービス業 18,341 6,197 33.8 ▲ 0.1 3.3 7.7 7.8 30.34

注1）対前年増減率は指数をもとに算出しているため、実数で計算した場合と必ずしも一致しない。

３　雇　　用

ﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
労働者比率

産　　業

（１）常用労働者

対前年
増減率

表7　産業別平均月末常用労働者数
（事業所規模5人以上・平成29年平均）
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労働者比率

全 国島根県

産業別
構成比率対前年差

うちﾊﾟｰﾄﾀｲﾑ
労働者数

図9　常用労働者数の産業別構成比率(事業所規模5人以上)
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労働者比率は25.4％となり、前年と同水準であった。
　パートタイム労働者比率を産業別にみると、宿泊業,飲食サービス業（69.5％）が最も高く、次に
卸売業,小売業（37.3％）の順で、複合サービス事業（4.2％）が最も低かった。

注）平成23年以前の全国値は、平成31年3月1日現在、『再集計値』が未公表のため表記していない。〔５ページの(８）を参照〕

　平均月末パートタイム労働者数の調査産業計は60,433人で、常用労働者数に対するパートタイム
（２）パートタイム労働者

図10 常用労働者の対前年比及び常用雇用指数の推移（調査産業計）
（事業所規模5人以上）　平成27年＝100

（事業所規模5人以上）

図11　パートタイム労働者比率の推移（調査産業計）

　また、全国と比較すると、調査産業計で全国30.69％を下回った。（表7、図11）
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人 人 ％ ポイント ％

237,438 114,741 48.3 0.3 45.4

19,591 3,411 17.4 0.8 16.8

39,064 14,237 36.4 ▲ 0.1 29.0

2,391 1,026 42.9 ▲ 3.6 26.5

12,405 1,466 11.8 ▲ 0.7 20.0

35,579 18,066 50.8 ▲ 2.7 50.4

6,717 3,775 56.2 2.8 54.2

5,838 1,408 24.1 ▲ 1.8 31.0

18,329 11,092 60.5 ▲ 0.2 61.2

4,941 2,808 56.8 14.4 56.8

15,772 9,492 60.2 9.6 52.0

50,782 38,770 76.3 ▲ 1.2 75.2

3,891 1,335 34.3 3.3 46.3

18,341 7,089 38.7 0.0 43.2

注）平成23年以前の全国値は、平成31年3月1日現在、『再集計値』が未公表のため表記していない。〔５ページの(８）を参照〕
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対前年差

った。

構 成 比 率 構 成 比 率

　産業別にみると、医療,福祉38,770人、卸売業,小売業18,066人、製造業14,237人の順となった。

(48.3％)を超えており、運輸業,郵便業(11.8％)、建設業(17.4％)など7産業で調査産業計を下回

り、前年比0.3ポイント増で、２年ぶりに上昇した。

構成比でみると、医療,福祉(76.3％)、宿泊業,飲食サービス業(60.5％)など6産業で調査産業計

　平均月末女性常用労働者数の調査産業計は114,741人で、常用労働者に対する割合は48.3％とな
（３）女性常用労働者

その他のサービス業

医 療 , 福 祉

金 融 業 , 保 険 業

教育,学習支援業

複合サービス事業

宿泊業,飲食サービス業

（事業所規模5人以上）

建 設 業

製 造 業

　また、全国と比較すると調査産業計で全国45.4％を2.9ポイント上回った。産業別では、情報
通信業(島根県：42.9％ 全国：26.5％)、教育,学習支援業（島根県：60.2％ 全国：52.0％）な

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業

（事業所規模5人以上・平成29年平均）

図12　女性常用労働者構成比率の推移（調査産業計）

学術研究 ,専門・技術サービス業

情 報 通 信 業

表8　産業別平均月末女性常用労働者数

全　国

うち女性常用
労働者数

産　　業

ど7産業で全国を上回った。（表8、図12）

運 輸 業 , 郵 便 業
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　常用労働者1人平均月間現金給与総額の調査産業計は315,180円で、前年比0.4％増で５年連続の増加と
なった。
　産業別に前年と比べると、金融業,保険業（8.9％）など8産業で増加し、生活関連サービス業,娯楽業
（▲16.4％）など5産業で減少した。
　物価変動の影響を差し引いた実質賃金指数は、調査産業計で102.1となり、前年と同水準であった。
（表9、図13・14、P30「Ⅳ労働経済指標」）

所定外
給　与

円 ％ 円 ％ 円 ％ 円 円 円

調 査 産 業 計 315,180 0.4 260,042 0.8 235,011 0.6 25,031 55,138 ▲ 549

建 設 業 411,689 4.7 326,608 2.7 293,933 2.1 32,675 85,081 10,966

製 造 業 334,959 1.2 272,029 2.3 238,211 1.6 33,818 62,930 ▲ 2,086

情 報 通 信 業 333,980 ▲ 1.8 273,358 ▲ 0.7 250,905 ▲ 1.2 22,453 60,622 ▲ 4,768

運 輸 業 , 郵 便 業 278,748 2.5 239,441 1.7 196,324 1.5 43,117 39,307 2,414

卸 売 業 , 小 売 業 197,967 5.8 172,287 5.1 163,452 6.3 8,835 25,680 2,745

金 融 業 , 保 険 業 455,844 8.9 344,099 ▲ 0.2 322,490 0.6 21,609 111,745 37,810

学術研究,専門・技術サービス業 437,321 ▲ 0.6 342,054 ▲ 1.2 313,589 ▲ 0.6 28,465 95,267 563

宿泊業,飲食サービス業 166,833 3.4 151,626 2.7 140,545 1.1 11,081 15,207 1,252

生活関連サービス業 ,娯楽業 174,844 ▲ 16.4 159,761 ▲ 14.8 147,350 ▲ 12.8 12,411 15,083 ▲ 5,925

教育,学習支援業 434,796 ▲ 1.1 334,772 ▲ 1.6 330,643 ▲ 1.9 4,129 100,024 ▲ 1,564

医 療 , 福 祉 340,810 ▲ 2.6 281,695 ▲ 0.9 259,617 ▲ 0.1 22,078 59,115 ▲ 6,228

複合サービス事業 342,863 0.2 280,053 1.8 270,041 0.5 10,012 62,810 ▲ 3,535

その他のサービス業 193,796 1.2 183,005 2.0 151,887 0.8 31,118 10,791 ▲ 1,145

注）対前年増減率は指数をもとに算出しているため、実数で計算した場合と必ずしも一致しない。

図１データ

金　額

１　賃　　金

所 定 内 給 与

Ⅱ　事業所規模３０人以上の概要

（１）現金給与総額

現金給与総額

表9　産業別常用労働者1人平均月間現金給与額

　　　（事業所規模30人以上・平成29年平均）

きまって支給する
給　　与

特別に支払われた
給　　与

金　額

      （事業所規模30人以上・平成29年平均）

産　　業

金　額
対前年
増減率

金　額 金　額 対前年差
対前年
増減率

図13　産業別常用労働者1人平均月間現金給与額

対前年
増減率
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図14　現金給与総額の賃金指数の推移（調査産業計）

　きまって支給する給与の調査産業計は260,042円で、前年比0.8％増で５年連続の増加となった。

　産業別に前年と比べると、卸売業,小売業（5.1％）など7産業で増加し、生活関連サービス業,娯楽

業(▲14.8％)など6産業で減少した。（表9、図15）

　所定内給与の調査産業計は235,011円で、前年比0.6％増となった。
　産業別に前年と比べると、卸売業,小売業（6.3％）など8産業で増加し、生活関連サービス業,娯楽
業(▲12.8％)など5産業で減少した。(表9)

　所定外給与の調査産業計は25,031円であった。
　産業別にみると、運輸業,郵便業が43,117円と最も多く、教育,学習支援業が4,129円と最も少なかっ
た。（表9）

　特別に支払われた給与の調査産業計は55,138円で、前年と比べて549円減となった。
　産業別にみると、金融業,保険業が111,745円と最も多く、その他のサービス業が10,791円と最も少
なかった。
　前年と比べると6産業で増加し､7産業で減少した。（表9）

（事業所規模30人以上）　平成27年＝100

（５）特別に支払われた給与

（４）所定外給与

（３）所定内給与

（２）きまって支給する給与
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図15  きまって支給する給与の賃金指数の推移（調査産業計）
（事業所規模30人以上）平成27年＝100
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　現金給与総額の調査産業計を100として産業別に比較すると、100以上が8産業、100未満が5産業となっ
た。産業別にみると金融業,保険業が144.6と最も高く、次いで学術研究,専門・技術サービス業138.8と

116.2 138.6 132.0 135.0 130.7 128.0 135.6 125.9 125.1 130.6

95.3 93.7 102.0 101.9 100.9 102.4 105.0 107.1 105.4 106.3

130.4 147.7 130.0 135.2 145.3 140.3 135.4 111.5 108.6 106.0

84.9 94.3 91.0 90.3 77.0 83.2 84.7 87.1 86.8 88.4

65.4 61.7 57.4 58.1 61.9 62.1 62.3 63.5 59.6 62.8

137.6 125.6 121.7 122.9 132.9 129.7 119.0 133.3 133.4 144.6

－ － 120.4 128.8 126.6 128.6 121.8 143.3 140.6 138.8

－ － 51.6 49.3 60.0 61.3 59.9 52.1 51.5 52.9

－ － 82.1 84.0 61.2 58.7 X 63.2 66.5 55.5

144.0 141.1 138.1 134.6 140.0 136.0 135.0 147.9 141.0 138.0

102.8 100.5 110.4 107.6 118.7 116.0 114.5 106.7 111.4 108.1

 い産業については、平成21年以前のデータがなく「－」と表記している。(ご利用にあたって(4)参照）

　産業別にみると、宿泊業,飲食サービス業で全国を上回り、その他の12産業では全国を下回った。
  (表11)

82.7 83.9 84.7 85.2 85.8 85.7

87.2 86.0 90.0 83.5 81.5 84.3

74.1 76.2 77.9 80.6 80.1 80.1

83.0 79.8 77.6 65.3 64.0 63.1

65.3 70.3 73.2 73.9 74.2 75.7

59.1 60.7 61.2 65.5 61.3 63.4

79.6 77.2 72.8 77.4 80.2 86.5

74.4 77.1 73.9 85.0 82.5 83.0

112.6 116.2 112.4 101.7 99.3 104.7

75.9 75.6 X 89.9 97.4 82.0

94.5 94.2 95.5 104.1 99.4 99.1

104.1 103.2 103.1 95.4 100.5 96.8

76.7 81.5 78.8 88.8 85.7 86.9

71.1 73.8 74.0 76.0 78.8 80.7

注）日本標準産業分類の改訂（平成19年11月）に伴い、平成22年から新しい産業分類に基づき集計を行っているが、旧分類と接続しな

71.6 74.9 57.2 58.1 57.0 59.6

111.096.8100.995.2122.8125.1 108.8

61.0 61.5

（６）産業別の比較

２０ ２１ ２２ ２４ ２５２３

続き、宿泊業,飲食サービス業が52.9と最も低かった。(表10)

産　業

（事業所規模30人以上）

表10　現金給与総額の産業別年次推移（調査産業計(実数)＝100）

　本県の現金給与総額を全国を100として比較すると、調査産業計では85.7となり、前年の85.8と比べ
（７）全国との比較

２９２７２６ ２８

0.1ポイント全国との差が拡大した。

表11　現金給与総額の産業別全国比較の年次推移（全国＝100）

（事業所規模30人以上）

２４ ２５ ２６ ２７ ２８ ２９

108.8

製 造 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業

学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

そ の 他 の サ ー ビ ス 業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

その他のサービス業

産　業

調 査 産 業 計

建 設 業

建 設 業

製 造 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

金 融 業 , 保 険 業
学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業

宿泊業,飲食サービス業

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業

複合サービス事業

－ －

133.4104.4
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　男女別の現金給与総額の調査産業計は、男380,528円、女236,688円となった。
　全国及び島根県の男の現金給与総額をそれぞれ100として全国と島根県の女の指数をみると、全国53.7

円 円 円 円

調 査 産 業 計 380,528 236,688 62.2 458,963 246,238 53.7

建 設 業 426,069 292,986 68.8 515,851 307,475 59.6

製 造 業 381,546 224,747 58.9 480,636 245,893 51.2

情 報 通 信 業 448,204 222,871 49.7 573,833 392,346 68.4

運 輸 業 , 郵 便 業 296,611 149,353 50.4 402,537 233,173 57.9

卸 売 業 , 小 売 業 295,258 133,622 45.3 453,772 186,596 41.1

金 融 業 , 保 険 業 582,040 340,222 58.5 731,923 338,881 46.3

教 育 , 学 習 支 援 業 489,035 342,066 69.9 504,372 360,835 71.5

医 療 , 福 祉 449,906 299,063 66.5 468,072 305,251 65.2

　　　　　　注）平成23年以前の全国値は、平成31年3月1日現在、『再集計値』が未公表のため表記していない。〔５ページの(８）を参照〕

そ の 他 の サ ー ビ ス 業 256,334 123,547 48.2 308,205 165,525 53.7

生活関連サービス業,娯楽業 234,907 120,570

458,634

（事業所規模30人以上）　男＝100

複 合 サ ー ビ ス 事 業 364,732 279,480 76.6 274,621 59.9

男 女
男女比較
(男＝100)

男 女
男女比較
(男＝100)

産　　　業

島　　　　根　　　　県 全　　　　国

（８）男女別の比較

に対し島根県は62.2となり、8.5ポイント全国を上回った。（表12、図16）

表12　現金給与総額の産業別男女別比較

（事業所規模30人以上・平成29年平均）

339,844

136,879 66.2 223,357 116,635 52.2

51.3 287,963 160,179 55.6

261,197 54.0学 術 研 究 , 専 門 ・ 技 術 サ ー ビ ス 業 484,024 588,895

図16　現金給与総額の男女別比較の推移（調査産業計）
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57.7

61.2 
58.7 58.8 58.1 

64.2 64.5 64.8 

60.6 
61.4 

62.2 

52.3 52.6 52.5 52.8 53.1 53.7 

45

50

55

60

65

70

H20 21 22 23 24 25 26 27 28 29

島根県 全国

－19－



　一般労働者とパートタイム労働者の現金給与総額は、一般労働者380,193円、パートタイム労働者102,816円と
なった。一般労働者を100として比較するとパートタイム労働者は27.0となり、前年の27.2から0.2ポイント差が

　給与区分別にみると、きまって支給する給与では､一般労働者309,170円､パートタイム労働者99,568円で､
同様に比較するとパートタイム労働者は32.2となった。
　特別に支払われた給与では､一般労働者71,023円､パートタイム労働者3,248円で､同様に比較するとパート
タイム労働者は4.6となった。

(36.6)、宿泊業,飲食サービス業(35.1)など11産業で調査産業計を上回り、教育,学習支援業(17.1)など2産業
で調査産業計を下回った。（表13、図17）

円 円 円 円 円 円

調 査 産 業 計 380,193 309,170 71,023 102,816 99,568 3,248 27.0 32.2 4.6

建 設 業 412,532 327,231 85,301 116,325 108,564 7,761 28.2 33.2 9.1

卸 売 業 , 小 売 業 317,720 263,849 53,871 103,746 100,246 3,500 32.7 38.0 6.5

金 融 業 , 保 険 業 465,628 350,936 114,692 92,864 90,433 2,431 19.9 25.8 2.1

医 療 , 福 祉 410,457 335,287 75,170 111,263 105,062 6,201 27.1 31.3 8.2

複 合 サ ー ビ ス 事 業 346,645 282,814 63,831 126,975 122,421 4,554 36.6 43.3 7.1

32.7 36.1 4.7

教 育 , 学 習 支 援 業 484,797 370,570 114,227 82,664 82,664 0 17.1 22.3 0.0

0.7そ の 他 の サ ー ビ ス 業 276,781 257,266 19,515 92,374 92,246 128 33.4 35.9

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業 253,188 226,330 26,858 82,872 81,613 1,259

4.3

学術研究,専門・技術サービス業 477,528 368,813 108,715 163,620 159,896 3,724 34.3 43.4 3.4

運 輸 業 , 郵 便 業 331,159 280,720 50,439 104,007 101,815 2,192 31.4 36.3

4,835 33.8 39.6 7.7

製 造 業 353,502 285,829 67,673 113,371 107,114 6,257 32.1 37.5

情 報 通 信 業 341,572 279,012 62,560 110,608

パートタイム労働者一 般 労 働 者

現金給与
総　額

きまって支
給する給与

図17　パートタイム労働者の現金給与額の推移(一般労働者＝100)

きまって支
給する給与

特別に支払
われた給与

調査産業計（事業所規模30人以上）

（９）就業形態別の比較

39.6 4.0

　また、パートタイム労働者の現金給与総額を一般労働者を100として産業別にみると、複合サービス事業

比較(一般労働者＝100）

産　　　業 特別に支払
われた給与

現金給与
総　額

きまって支
給する給与

特別に支払
われた給与

拡大した。

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業 263,805 230,461 33,344

表13　現金給与額の産業別就業形態別比較

（事業所規模30人以上・平成29年平均）

現金給与
総　額

92,692 91,352 1,340 35.1
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　常用労働者1人平均支給額の調査産業計は321,569円で、前年比4.7％増となった。また、支給

割合は1.06カ月分で、前年比0.04カ月分増と、２年ぶりに増加した。

　産業別に支給額をみると、前年と比べて9産業で増加し、4産業で減少した。支給額は、教育,

学習支援業が573,195円と最も高く、その他のサービス業が64,751円と最も低かった。

　また、全国と比較すると、支給額は全国429,773円に対して108,204円下回り、支給割合は全国

1.17カ月分に対して0.11カ月分下回った。（表14、図18）

金　額 前年比 割　合 対前年差
円 ％ ヵ月分 ヵ月分 円 ヵ月分

調 査 産 業 計 321,569 4.7 1.06 0.04 74.8 429,773 1.17

建 設 業 334,766 11.8 1.08 0.12

製 造 業 396,070 0.9 1.13 0.01

情 報 通 信 業 399,492 7.1 1.47 0.12

運 輸 業 , 郵 便業 256,100 17.5 0.81 0.07

卸 売 業 , 小 売業 157,372 31.6 0.84 0.10

金 融 業 , 保 険業 461,802 ▲ 11.1 1.49 ▲ 0.28

学術研究,専門・技術サービス業 526,907 ▲ 0.1 1.62 0.00

宿泊業,飲食サービス業 97,071 39.7 0.65 0.18

生活関連サービス業 ,娯楽業 100,487 ▲ 31.5 0.50 ▲ 0.34

教育,学習支援業 573,195 2.4 1.62 0.08

医 療 , 福 祉 343,773 0.8 1.11 0.06

複合サービス事業 319,890 ▲ 10.4 1.10 ▲ 0.24

その他のサービス業 64,751 3.0 0.58 0.01

注1）夏季賞与は、6～8月の特別に支払われた給与のうち、賞与を集計したものである。

注2)「支給額」は、賞与を支給した事業所の全常用労働者１人当たり平均賞与支給額である。

注3)「支給割合」は、賞与を支給した事業所における、賞与の所定内給与に対する割合を単純平均したものである。

注4)「全国」の産業別の数値は、平成31年3月1日現在、『再集計値』が未公表のため表示していない。

注）平成23年以前の全国値は、平成31年3月1日現在、『再集計値』が未公表のため表記していない。〔５ページの(８）を参照〕

図18　夏季賞与支給割合の推移（調査産業計）
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　常用労働者1人平均支給額の調査産業計は353,035円で、前年比1.2％減となった。また、支給

割合は1.22カ月分で、前年比0.01カ月分減と、３年ぶりに減少した。

　産業別に支給額をみると、前年と比べて7産業で増加し、6産業で減少した。支給額は、教育,

学習支援業が672,221円と最も高く、その他のサービス業が68,309円と最も低かった。

　また、全国と比較すると、支給額は全国446,957円に対して93,922円下回り、支給割合は全国

1.25カ月分に対して0.03カ月分下回った。（表15、図19）

金　額 前年比 割　合 対前年差
円 ％ ヵ月分 ヵ月分 円 ヵ月分

調 査 産 業 計 353,035 ▲ 1.2 1.22 ▲ 0.01 79.0 446,957 1.25

建 設 業 467,755 10.2 1.42 0.10

製 造 業 395,735 ▲ 1.9 1.19 0.00

情 報 通 信 業 427,096 10.1 1.61 0.05

運 輸 業 , 郵 便 業 314,505 25.0 1.04 0.09

卸 売 業 , 小 売 業 138,279 ▲ 2.9 0.83 ▲ 0.07

金 融 業 , 保 険 業 514,095 18.4 1.64 0.27

学術研究,専門・技術サービス業 595,233 0.2 1.87 0.01

宿泊業,飲食サービス業 98,453 9.5 0.63 0.06

生活関連サービス業 ,娯楽業 106,363 ▲ 25.8 0.50 ▲ 0.38

教育,学習支援業 672,221 5.2 2.01 0.06

医 療 , 福 祉 403,129 ▲ 1.8 1.43 0.00

複合サービス事業 407,360 ▲ 1.5 1.40 ▲ 0.14

その他のサービス業 68,309 ▲ 35.5 0.65 ▲ 0.18

注1）年末賞与は、平成29年11月～平成30年1月の特別に支払われた給与のうち、賞与を集計したものである。

注2)「支給額」は、賞与を支給した事業所の全常用労働者1人当たり平均賞与支給額である。

注3)「支給割合」は、賞与を支給した事業所における、賞与の所定内給与に対する割合を単純平均したものである。

注4)「全国」の産業別の数値は、平成31年3月1日現在、『再集計値』が未公表のため表示していない。

注）平成23年以前の全国値は、平成31年3月1日現在、『再集計値』が未公表のため表記していない。〔５ページの(８）を参照〕

図19　年末賞与支給割合の推移（調査産業計）
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　常用労働者１人平均月間総実労働時間の調査産業計は155.8時間で、前年比1.4％増と２年連続で
増加した。
　産業別にみると、建設業の182.3時間が最も長く、次いで運輸業,郵便業の173.9時間と続き、宿泊
業,飲食サービス業の132.2時間が最も短かった。
　前年と比較すると、教育,学習支援業(23.4％)、運輸業,郵便業(1.4％)など7産業で増加し、生活
関連サービス業,娯楽業(▲11.0％)など6産業で減少した。
　なお、平均月間総実労働時間に12月を乗じた年間総実労働時間は1,869.6時間となった。
（表16、図20・21）

時間 ％ 時間 ％ 時間 ％ 日 日

調 査 産 業 計 155.8 1.4 141.1 ▲ 0.2 14.7 20.0 19.4 ▲ 0.1

建 設 業 182.3 0.6 165.3 0.2 17.0 3.3 21.8 0.0

製 造 業 166.2 0.7 148.4 ▲ 0.2 17.8 8.8 19.6 ▲ 0.1

情 報 通 信 業 158.1 0.2 148.8 ▲ 0.6 9.3 16.4 19.4 ▲ 0.5

運 輸 業 , 郵 便 業 173.9 1.4 146.1 0.5 27.8 6.5 20.7 0.1

卸 売 業 , 小 売 業 135.0 ▲ 1.0 128.6 ▲ 0.8 6.4 ▲ 4.6 19.6 0.1

金 融 業 , 保 険 業 152.1 ▲ 0.8 141.9 ▲ 0.3 10.2 ▲ 7.3 19.4 0.0
学術研究,専門・技術サービス業 153.8 ▲ 1.2 143.5 ▲ 0.6 10.3 ▲ 8.7 18.7 0.1

宿泊業,飲食サービス業 132.2 0.3 124.2 ▲ 0.6 8.0 17.7 19.1 ▲ 0.1
生活関連サービス業,娯楽業 140.2 ▲ 11.0 128.9 ▲ 8.4 11.3 ▲ 32.9 18.7 ▲ 1.7

教育,学習支援業 168.2 23.4 137.0 2.5 31.2 1,064.7 18.2 0.3

医 療 , 福 祉 149.0 ▲ 0.3 140.6 ▲ 0.3 8.4 ▲ 0.1 19.1 0.1

複合サービス事業 156.2 ▲ 0.8 150.9 ▲ 1.7 5.3 36.6 20.5 ▲ 0.3

その他のサービス業 150.8 0.7 130.7 ▲ 0.9 20.1 13.8 18.6 ▲ 0.6

注）対前年増減率は指数をもとに算出しているため、実数で計算した場合と必ずしも一致しない。

（事業所規模30人以上・平成29年平均）

出 勤 日 数

対前年
増減率
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図21　総実労働時間の対前年比及び総実労働時間指数の推移（調査産業計）

　所定内労働時間の調査産業計は141.1時間で、前年比0.2％減となった。
　産業別に前年と比べると、教育,学習支援業(2.5％)、運輸業,郵便業(0.5％)など3産業で増加し、
生活関連サービス業,娯楽業(▲8.4％)、複合サービス事業(▲1.7％)など10産業で減少した。
（表16）

　所定外労働時間の調査産業計は14.7時間で、前年比20.0％増となった。
　産業別に前年と比べると、教育,学習支援業(1064.7%)、複合サービス事業(36.6%)など8産業で増加
し、生活関連サービス業,娯楽業(▲32.9％)、学術研究,専門・技術サービス業(▲8.7％)など5産業で
減少した。（表16、図22）

図22　所定外労働時間の対前年比及び所定外労働時間指数の推移

（事業所規模30人以上）　平成27年＝100　

　出勤日数の調査産業計は19.4日で、前年と比べて0.1日減となった。
　産業別に前年と比べると、教育,学習支援業など5産業で増加し、生活関連サービス業,娯楽業、そ
の他のサービス業など6産業で減少した。建設業など2産業で同水準であった。(表16)
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　平均月末常用労働者数の調査産業計は125,448人で、前年比0.3%増加した。
　産業別にみると、医療,福祉32,011人（構成比25.5％）、製造業28,095人（同22.4％）、卸売業,
小売業12,076人(同9.6％)の順となった。
　前年と比較すると、その他のサービス業(4.8%)、製造業(1.8%)など4産業で増加し、生活関連サー
ビス業,娯楽業（▲4.0％）、複合サービス事業(▲3.8%)、卸売業,小売業(▲3.6%)など9産業で減少
した。
　また、産業別構成比を全国と比較すると、医療,福祉（島根県:25.5％ 全国:14.8％）、建設業（島
根県：5.7％ 全国：3.5％）など5産業で全国を上回っており、卸売業,小売業（島根県：9.6％ 全国
：14.1％）、情報通信業（島根県:1.2％ 全国:4.2％）など8産業で全国を下回った。
（表17、図23・24）

人 人 ％ ﾎﾟｲﾝﾄ ％ ％ ％ ％

調 査 産 業 計 125,448 29,417 23.5 ▲ 0.7 0.3 100.0 100.0 25.09

建 設 業 7,114 20 0.3 ▲ 0.4 ▲ 0.4 5.7 3.5 3.01

製 造 業 28,095 2,170 7.7 ▲ 0.6 1.8 22.4 21.4 10.78

情 報 通 信 業 1,517 51 3.4 0.0 ▲ 0.9 1.2 4.2 3.46

運 輸 業 , 郵 便 業 7,508 1,729 23.0 ▲ 2.9 ▲ 0.6 6.0 8.5 18.06

卸 売 業 , 小 売 業 12,076 6,755 55.9 ▲ 6.4 ▲ 3.6 9.6 14.1 44.01

金 融 業 , 保 険 業 2,979 78 2.6 1.0 ▲ 2.3 2.4 3.1 11.93
学術研究,専門・技術サービス業 3,336 428 12.8 0.5 0.9 2.7 2.9 8.61

宿泊業,飲食サービス業 5,777 3,274 56.7 ▲ 0.6 ▲ 1.7 4.6 5.5 69.77
生活関連サービス業,娯楽業 1,431 659 46.1 12.8 ▲ 4.0 1.1 3.0 50.96

教育,学習支援業 7,651 955 12.5 0.2 ▲ 3.3 6.1 7.1 26.58

医 療 , 福 祉 32,011 7,458 23.3 0.1 1.1 25.5 14.8 22.23

複合サービス事業 1,666 29 1.7 0.9 ▲ 3.8 1.3 0.4 10.64

その他のサービス業 12,653 5,698 45.0 1.0 4.8 10.1 9.4 34.56

注1）対前年増減率は指数をもとに算出しているため、実数で計算した場合と必ずしも一致しない。
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　平均月末パートタイム労働者数の調査産業計は29,417人で、常用労働者数に対するパートタイム
労働者比率は23.5％となり、前年と比べて0.7ポイント減と2年連続で下落した。
　パートタイム労働者比率を産業別にみると、宿泊業,飲食業(56.7%)が最も高く、次に卸売業,
小売業（55.9%）の順で、建設業（0.3％）が最も低かった。
　また、全国と比較すると、調査産業計で全国25.09％を下回った｡
（表17、図25）

注）平成23年以前の全国値は、平成31年3月1日現在、『再集計値』が未公表のため表記していない。〔５ページの(８）を参照〕

図25　パートタイム労働者比率の推移（調査産業計）

図24　常用労働者の対前年比及び常用雇用指数の推移（調査産業計）
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　平均月末女性常用労働者数の調査産業計は56,999人で、常用労働者に対する割合は45.4％となり、
前年比0.7ポイント減少した。
　産業別にみると、医療,福祉23,164人、製造業8,343人、卸売業,小売業7,262人の順となった。構
成比でみると、医療,福祉(72.4％)、卸売業,小売業(60.1％)、宿泊業,飲食サービス業(57.0％)など
7産業で調査産業計(45.4％)を超えており、建設業(10.8％)、運輸業,郵便業(12.1％)など6産業で
調査産業計を下回った。
　また、全国と比較すると調査産業計で全国42.8％を2.6ポイント上回った。産業別では､情報通信
業(島根県:50.7％ 全国:24.6％)、卸売業,小売業(島根県:60.1％ 全国:53.0％)など5産業で全国を
上回った。（表18、図26）

人 人 ％ ポイント ％

125,448 56,999 45.4 ▲ 0.7 42.8

7,114 768 10.8 0.0 13.2

28,095 8,343 29.7 ▲ 1.2 26.7

1,517 769 50.7 ▲ 0.2 24.6

7,508 910 12.1 0.2 20.2

12,076 7,262 60.1 ▲ 3.6 53.0

2,979 1,558 52.3 ▲ 4.0 52.1

3,336 698 20.9 ▲ 0.6 24.8

5,777 3,291 57.0 ▲ 1.9 59.9

1,431 751 52.5 3.5 58.5

7,651 2,831 37.0 1.8 45.8

32,011 23,164 72.4 0.2 71.2

1,666 426 25.6 ▲ 1.1 34.9

12,653 5,962 47.1 ▲ 0.3 47.6

注）平成23年以前の全国値は、平成31年3月1日現在、『再集計値』が未公表のため表記していない。〔５ページの(８）を参照〕

（３）女性常用労働者

全　国島　　根　　県

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業

金 融 業 , 保 険 業

表18　産業別平均月末女性常用労働者数

うち女性常用
労働者数

図26　女性常用労働者構成比率の推移（調査産業計）

（事業所規模30人以上)

調 査 産 業 計
建 設 業

（事業所規模30人以上・平成29年平均）

対前年差

学術研究,専門・技術サービス業

構 成 比 率構 成 比 率

情 報 通 信 業

製 造 業

常 用 労 働 者 数

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

産　　業

教育,学習支援業

そ の 他 の サ ー ビ ス 業

複合サービス事業

宿泊業,飲食サービス業

医 療 , 福 祉
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現金給与総額
きまって

支給する給与
特別に支払わ

れた給与
総実

労働時間
所定内
労働時間

所定外
労働時間

出勤日数
調査期間末常用

労働者数
円 円 円 時間 時間 時間 日 人

348,375 287,766 60,609 170.7 156.1 14.6 20.5 177,005

343,085 287,443 55,642 176.0 163.7 12.3 21.9 18,725

324,396 269,360 55,036 171.4 154.7 16.7 20.2 34,462

349,625 283,691 65,934 160.3 150.2 10.1 19.7 2,222

328,765 289,071 39,694 199.2 164.7 34.5 21.5 9,983

333,328 272,589 60,739 171.5 159.7 11.8 20.9 22,316

421,885 328,964 92,921 148.7 136.8 11.9 19.0 6,405

398,414 317,578 80,836 162.9 152.3 10.6 19.9 5,122

250,916 229,210 21,706 179.7 168.3 11.4 22.5 5,592

272,798 245,177 27,621 171.7 159.3 12.4 21.4 3,142

443,701 341,571 102,130 170.3 149.8 20.5 19.5 12,385

366,424 301,598 64,826 161.9 153.5 8.4 20.0 37,187

367,070 280,600 86,470 159.3 152.1 7.2 20.5 3,727

282,903 252,869 30,034 180.4 158.2 22.2 20.8 12,144

現金給与総額
きまって

支給する給与
特別に支払わ

れた給与
総実

労働時間
所定内
労働時間

所定外
労働時間

出勤日数
調査期間末
常用労働者数

円 円 円 時間 時間 時間 日 人 ％

96,481 93,660 2,821 96.8 93.8 3.0 16.3 60,433 25.4

106,844 103,620 3,224 92.1 91.4 0.7 15.2 866 4.4

113,902 108,293 5,609 119.2 117.3 1.9 18.4 4,602 11.8

145,442 143,994 1,448 111.6 111.1 0.5 15.9 169 7.1

99,899 98,268 1,631 99.5 91.2 8.3 17.6 2,422 19.5

97,207 94,130 3,077 102.9 101.4 1.5 17.9 13,263 37.3

136,325 132,786 3,539 118.7 117.5 1.2 18.8 312 4.7

142,505 138,484 4,021 108.7 107.2 1.5 15.4 716 12.3

71,887 71,166 721 79.2 76.3 2.9 14.3 12,737 69.5

107,070 105,738 1,332 112.7 111.9 0.8 18.4 1,799 36.4

77,228 77,228 0 64.1 63.9 0.2 12.5 3,387 21.5

112,590 106,840 5,750 100.9 96.9 4.0 16.3 13,595 26.8

104,677 92,930 11,747 80.5 79.8 0.7 15.2 164 4.2

91,528 91,340 188 104.2 98.3 5.9 16.2 6,197 33.8

パートタイム
労働者比率

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

卸 売 業 , 小 売 業

複 合 サ ー ビ ス 事 業

そ の 他 の サ ー ビ ス 業

産　　　業

調 査 産 業 計

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

卸 売 業 , 小 売 業

産　　　業

調 査 産 業 計

建 設 業

製 造 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

建 設 業

製 造 業

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業

金 融 業 , 保 険 業

学術研究,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

学術研究,専門・技術サービス業

金 融 業 , 保 険 業

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

複 合 サ ー ビ ス 事 業

そ の 他 の サ ー ビ ス 業

一 般 労 働 者

パートタイム労働者

Ⅲ　就業形態別の現金給与額、実労働時間数及び常用労働者数

表19  　産業別就業形態別常用労働者1人平均現金給与額、月間実労働時間数、出勤日数及び常用労働者数
（事業所規模5人以上・平成29年平均）

－
2
8
－



現金給与総額
きまって

支給する給与
特別に支払わ

れた給与
総実

労働時間
所定内
労働時間

所定外
労働時間

出勤日数
調査期間末
常用労働者数

円 円 円 時間 時間 時間 日 人

380,193 309,170 71,023 172.2 154.0 18.2 20.2 96,031

412,532 327,231 85,301 182.5 165.5 17.0 21.9 7,094

353,502 285,829 67,673 170.3 151.3 19.0 19.8 25,925

341,572 279,012 62,560 159.7 150.2 9.5 19.4 1,466

331,159 280,720 50,439 195.7 162.0 33.7 21.5 5,779

317,720 263,849 53,871 167.7 155.6 12.1 20.6 5,321

465,628 350,936 114,692 153.6 143.1 10.5 19.5 2,901

477,528 368,813 108,715 158.7 147.0 11.7 19.1 2,908

263,805 230,461 33,344 177.6 163.5 14.1 21.8 2,503

253,188 226,330 26,858 182.8 162.7 20.1 21.1 772

484,797 370,570 114,227 185.0 149.4 35.6 19.4 6,696

410,457 335,287 75,170 164.5 154.0 10.5 19.8 24,553

346,645 282,814 63,831 156.9 151.6 5.3 20.5 1,637

276,781 257,266 19,515 188.4 157.1 31.3 20.7 6,955

現金給与総額
きまって

支給する給与
特別に支払わ

れた給与
総実

労働時間
所定内
労働時間

所定外
労働時間

出勤日数
調査期間末
常用労働者数

円 円 円 時間 時間 時間 日 人 ％

102,816 99,568 3,248 102.2 99.0 3.2 17.0 29,417 23.5

116,325 108,564 7,761 91.2 90.8 0.4 12.1 20 0.3

113,371 107,114 6,257 117.7 114.3 3.4 18.2 2,170 7.7

115,443 110,608 4,835 110.5 108.8 1.7 17.9 51 3.4

104,007 101,815 2,192 101.6 93.4 8.2 17.9 1,729 23.0

103,746 100,246 3,500 109.2 107.3 1.9 18.8 6,755 55.9

92,864 90,433 2,431 101.5 99.9 1.6 18.0 78 2.6

163,620 159,896 3,724 121.0 120.2 0.8 16.0 428 12.8

92,692 91,352 1,340 97.4 94.1 3.3 17.0 3,274 56.7

82,872 81,613 1,259 90.1 89.2 0.9 15.8 659 46.1

82,664 82,664 0 50.0 49.6 0.4 10.0 955 12.5

111,263 105,062 6,201 98.0 96.5 1.5 16.5 7,458 23.3

126,975 122,421 4,554 111.2 110.1 1.1 20.0 29 1.7

92,374 92,246 128 104.9 98.5 6.4 16.0 5,698 45.0

パートタイム
労働者比率

学術研究,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業

教 育 , 学 習 支 援 業

医 療 , 福 祉

卸 売 業 , 小 売 業

産　　　業

産　　　業

調 査 産 業 計

複 合 サ ー ビ ス 事 業

そ の 他 の サ ー ビ ス 業

金 融 業 , 保 険 業

運 輸 業 , 郵 便 業

医 療 , 福 祉

調 査 産 業 計

建 設 業

製 造 業

情 報 通 信 業

運 輸 業 , 郵 便 業

複 合 サ ー ビ ス 事 業

そ の 他 の サ ー ビ ス 業

卸 売 業 , 小 売 業

パートタイム労働者

金 融 業 , 保 険 業

学術研究,専門・技術サービス業

宿 泊 業 , 飲 食 サ ー ビ ス 業

生 活 関 連 サ ー ビ ス 業 , 娯 楽 業

表20  　産業別就業形態別常用労働者1人平均現金給与額、月間実労働時間数、出勤日数及び常用労働者数
（事業所規模30人以上・平成29年平均）

教 育 , 学 習 支 援 業

一 般 労 働 者

建 設 業

製 造 業

情 報 通 信 業

－
2
9
－



平成27年＝100

名目賃金
指 数

実質賃金
指 数

常用雇用
指 数

消 費 者
物価指数

名目賃金
指 数

実質賃金
指 数

常用雇用
指 数

消 費 者
物価指数

現金給与総額 現金給与総額 松江市 現金給与総額 現金給与総額

平成 20年 97.8 100.0 102.7 97.8 - - - 97.8

　　　 21 96.6 100.0 102.8 96.6 - - - 96.4

　　　 22 100.9 105.1 102.8 96.0 - - - 95.6

　　　 23 99.1 103.4 103.1 95.8 - - - 95.4

　　　 24 97.3 101.5 100.5 95.9 99.7 104.5 96.3 95.4

　　　 25 98.3 102.4 99.0 96.0 99.4 103.6 96.8 95.8

　　　 26 100.5 101.5 98.3 99.0 99.9 100.9 98.0 99.0

　　　 27 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　　　 28 104.6 104.9 100.1 99.7 100.7 100.8 102.0 99.9

　　　 29 102.8 102.7 101.8 100.1 101.1 100.6 104.7 100.5

平成 20年 ▲ 1.8 ▲ 3.3 1.9 1.6 - - - 1.6

　　　 21 ▲ 1.2 ▲ 0.1 0.1 ▲ 1.2 - - - ▲ 1.5

　　　 22 4.6 5.3 0.0 ▲ 0.7 - - - ▲ 0.8

　　　 23 ▲ 1.9 ▲ 1.6 0.3 ▲ 0.2 - - - ▲ 0.3

　　　 24 ▲ 1.9 ▲ 2.0 ▲ 2.5 0.1 - - - 0.0

　　　 25 1.1 0.9 ▲ 1.5 0.1 ▲ 0.2 ▲ 0.7 0.5 0.5

　　　 26 2.3 ▲ 0.7 ▲ 0.7 3.1 0.5 ▲ 2.8 1.2 3.3

　　　 27 ▲ 0.5 ▲ 1.6 1.8 1.0 0.1 ▲ 0.8 2.1 1.0

（％） 　　　 28 4.6 5.0 0.1 ▲ 0.3 0.6 0.8 2.1 ▲ 0.1

　　　 29 ▲ 1.7 ▲ 2.1 1.7 0.4 0.4 ▲ 0.2 2.5 0.6

平成27年＝100

名目賃金
指 数

実質賃金
指 数

常用雇用
指 数

消 費 者
物価指数

名目賃金
指 数

実質賃金
指 数

常用雇用
指 数

消 費 者
物価指数

現金給与総額 現金給与総額 松江市 現金給与総額 現金給与総額

平成 20年 100.0 102.2 103.0 97.8 - - - 97.8

　　　 21 95.6 99.0 104.2 96.6 - - - 96.4

　　　 22 98.7 102.8 106.3 96.0 - - - 95.6

　　　 23 97.9 102.2 106.7 95.8 - - - 95.4

　　　 24 96.0 100.1 102.6 95.9 98.9 103.7 97.8 95.4

　　　 25 97.3 101.4 99.7 96.0 98.9 103.1 98.2 95.8

　　　 26 99.3 100.3 97.6 99.0 100.0 101.0 99.0 99.0

　　　 27 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0 100.0

　　　 28 101.8 102.1 100.0 99.7 101.2 101.3 100.9 99.9

　　　 29 102.2 102.1 100.3 100.1 101.7 101.2 102.3 100.5

平成 20年 ▲ 0.2 ▲ 1.9 3.5 1.6 - - - 1.6

　　　 21 ▲ 4.4 ▲ 3.2 1.3 ▲ 1.2 - - - ▲ 1.5

　　　 22 3.2 4.0 2.0 ▲ 0.7 - - - ▲ 0.8

　　　 23 ▲ 0.7 ▲ 0.6 0.4 ▲ 0.2 - - - ▲ 0.3

　　　 24 ▲ 2.0 ▲ 2.1 ▲ 3.9 0.1 - - - 0.0

　　　 25 1.4 1.2 ▲ 2.9 0.1 ▲ 0.1 ▲ 0.6 0.4 0.5

　　　 26 2.0 ▲ 0.9 ▲ 2.1 3.1 1.1 ▲ 2.2 0.8 3.3

　　　 27 0.7 ▲ 0.4 2.4 1.0 0.1 ▲ 0.9 1.1 1.0

（％） 　　　 28 1.9 2.3 0.0 ▲ 0.3 1.1 1.3 0.9 ▲ 0.1

　　　 29 0.4 0.0 0.3 0.4 0.5 ▲ 0.1 1.4 0.6

（注）　１ 　賃金指数及び雇用指数は、調査産業計の数値である。
２ 　消費者物価指数は、「持家の帰属家賃を除く総合」である。
３ 　名目賃金指数及び実質賃金指数、常用雇用指数の全国値は、平成31年3月1日現在、『再集
計値』が未公表のため「－」と表記している。〔５ページの(８）を参照〕

Ⅳ　労働経済指標
事業所規模５人以上

区
分

年

島    根    県 全　　　　　　国

全　　　　　　国

指

数

対
前
年
増
減
率

指

数

対
前
年
増
減
率

事業所規模30人以上

区
分

年

島    根    県

－30－






























































































































































